
【先－４】 佐野インランドポート事業計画等調査
（対象箇所：栃木県佐野市（出流原地区周辺））

【実施主体】佐野市 ①

目的

いずるはら

これまでの経緯

佐野インランドポートは、佐野市における交流拠点都市の実現、地域経済の活性化を目指すとともに、我が国港湾物流の効率化に寄与することを目指している。

このような状況の中、本調査では、本格的なインランドポート（内陸型港湾）の導入において求められる基本機能を明らかにし、この機能をベースに想定される官民
連携方策を検討する。

目次施設の概要
• H16.3 佐野内陸コンテナ総合物流施設構築のための調査

（民間研究会）

• H21.3 佐野市都市計画マスタープラン策定
土地利用調整エリアとして、主に産業による地域振興
を図るとしている。

出流原地区周辺総合物流拠点検討規模 約70ha

佐野インランドポート 約1１ha
近隣民間施設（物流倉庫、工場等） 約15ha
緑地公園（防災備蓄倉庫含） 約2ha
周辺民間施設（産業団地等） 約42h など

１．整備計画の立案

２．佐野インランドポートを核と
した近隣民間施設との連携

３．佐野インランドポートを核とを図るとしている。

• H22.5～H24.2 佐野市内陸型コンテナターミナル研究会

（佐野市事務局）
研究会を開催し、実現に向けた構想書を取り纏める。

結論

周辺民間施設（産業団地等） 約42ha など した産業形成

４．事業化に向けた検討

結論
【佐野インランドポートの導入機能】
・佐野インランドポートは、①基本的機能、②付加的機能・

情報機能を導入し、③佐野IPを核とした産業形成を図る。
・これらの機能について、需要に応じた段階的な展開を図る。

【佐野インランドポートの基本的機能と課題事項】
・基本的機能は、①コンテナバンプール機能、②IPと港湾間の効率的輸送機能、

③荷捌き・一時保管機能、④小口混載貨物の支援機能、⑤通関・保全・保安機能。

通関・保税・保安機能

通関業務の時間枠の拡大

コンテナバンプール機能

船社間でのコンテナ融通

荷主や船社のニ ズを踏まえた

ステージプラン ③

新たな産業形成
・国際見本市、展示会等の展開等

佐野IPを
核とした産業形成

荷主
港湾

保安体制のシステムの確保コンテナの管理

コンテナ修繕の対応
佐野インランドポート

付加的機能

情報機能

ステージプラン ②

インランドポートとして必須の機能

荷主や船社のニーズを踏まえた
付加機能の導入
・物流センター機能
・その他付加的機能
・通関処理機能
・貨物追跡機能

ンテナバンプ ル機能

＋防災機能
（首都圏の防災備蓄基地）

IPと港湾間の効率的輸送機能

（京浜港等とのシャトル便）
非マッチングコンテナの

IP⇒港湾間の輸送費負担
内陸コンテナへの誘導

小口混載貨物の支援機能
効率的な集荷システム

の構築
搬出・搬入時間の延長

基本的機能

ステージプラン ①

・コンテナバンプール機能
・ＩＰと港湾間の効率的輸送機能
・荷捌き・一時保管機能
・小口混載（ＬＣＬ）貨物の支援機能
・通関・保税・保安機能

荷捌き・一時保管機能

低廉な料金設定

※ 緑字は、関係者へのヒアリング

等に基づく課題事項

ＩＰ利用に関する民間事業者の意見
○シャトル便は大手事業者主導、佐野ＩＰから荷主へは栃木県内業者の参入も予想される。【運送事業者】
○栃木県は工業団地が多く、東京・埼玉と比較し、倉庫使用料が安価で競争力もある。【倉庫業者】
○ IPの利用は物流コスト低減、輸送時間短縮が条件となる。【荷主】



結論（続き）

②【先－４】 佐野インランドポート事業計画等調査
（対象箇所：栃木県佐野市（出流原地区周辺））

【実施主体】佐野市

（例） 民設民営（PFI方式）における官民連携

いずるはら

結論（続き）

【基本的機能展開における官民連携の手法】
・民設民営、公設民営等の手法を適用する可能性がある。

（例） 民設民営（PFI方式）における官民連携

運営

民間事業者（委託先）

コンテナバンプール
機能

ＩＰと港湾間の
効率的輸送機能

通関・保税・
保安機能

【運送会社等】

車両調達

運行・運転手調整

【荷役会社等】

荷役作業 通関等作業

【フォワーダー】

貨物取扱作業

荷捌き・一時保管・
小口混載貨物の支援機能

民間事業者
（佐野ＩＰ運営主体）

資機材等調達 上 屋 整 備

貸付

運行管理

施設使用料等

作業管理
一体的運営

業務委託 業務委託

【佐野ＩＰと近隣民間施設との連携（物流センター機能）】

自治体等

用 地 取 得

貸付

○○ ：佐野ＩＰの各機能の実施に係る作業項目 ○○ ：佐野ＩＰの保有資産に係る項目

【官民連携の手法別の収支概略検討】

１．検討条件１．民設民営（民間管理方式）ケース

民間 ：用地取得 施設整備 管理運営（シャトル事業 委託） 資金調達

業務フロー
港湾施設 佐野ＩＰ ＤＣ 顧客

シャトル便 横持ち 配送

通関・荷捌き 荷捌き・保管

○協定
（荷主－佐野IP運営主体）

○協定
（荷主－運送業者）

○会社設立
・佐野ＩＰから

ディストリビューション
センター（ＤＣ）の佐野
ＩＰの優先利用

（ＤＣを利用する特定
企業の貨物の荷捌
き・保管等機能）

２．民設民営（PFI)ケース

民間 ：用地取得、施設整備、管理運営（シャトル事業 委託）、資金調達
補助等：（国） 港湾機能高度化施設整備事業費補助金 ×

（県・市）ふるさと融資 ○

民間 ：施設整備、管理運営（シャトル事業 委託） 、資金調達

公共 ：用地所有
補助等：（国） 港湾機能高度化施設整備事業費補助金 ×

（県・市）ふるさと融資 ○

毎年の運営支援（約3億
円／年）の支援が課題

官民
連携手法

（荷主 佐野IP運営主体）
【荷主】
・一定量のシャトル便利用

【佐野IP運営主体】
・大口利用料金の設定
・優先的な利用(ｽﾍﾟｰｽ確保)
・チャーター便の提供

（荷主 運送業者）
・配送における地元
運送会社の優先利用

○契約
（荷主－佐野ＩＰ運営主体）
・ＤＣ内荷役作業の派遣対応

佐野ＩＰから
の域内専用
輸送会社

顧客 顧客 顧客

ＤＣ （ディストリビュー
ションセンター）

保税展示
場等

事業化に向けた今後の展望

民設民営

（民間管理方式）で
は事業成立が困難

３．公設民営（指定管理者）ケース

（県・市）ふるさと融資 ○

民間 ：施設整備、管理運営（シャトル事業 委託）
公共 ：用地所有、資金調達
補助等：（国） 港湾機能高度化施設整備事業費補助金 ○

初期投資の負担の軽減
が課題（約29億円）

佐野ＩＰ等
への効果

【シャトル便】

○シャトル便の貨物量
の安定的確保
→貨物輸送の効率化

【佐野ＩＰ】
○佐野ＩＰ利用貨物量の
安定的確保
→収益の確保と経営の
安定化

○空コンテナの安定供給

【地元運送会社】
○業務量の確保
→収益の確保と経営
の安定化

近隣民間施設

佐野ＩＰ

港湾施設
（京浜港等）

輸入貨物

事業化に向けた今後の展望

【展望】 【課題】■佐野インランドポートの実現に向け、関係者（国・県・市・港湾管理者・民間事業者）
が一体となった取り組みを展開する。

■事業主体の選定、事業実施箇所、敷地面積、施設配置、事業採算性の検討を進める。
■事業着手時期は未定だが、関連施設の整備期間に約3年を見込んでいる。

■安定的な貨物の確保のための大口荷主の掘り起し
■複数船社のコンテナ管理・マッチングのための基準・制度等の構築
■整備事業に活用可能な支援事業の補助率アップや、シャトル輸送による

ＣＯ２ 削減に対する補助制度の充実への働きかけ など


